
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策５ 地域の力と交流を生み出すために 

 

 

基本施策５－１ 市民協働による地域づくりを推進する 

基本施策５－２ 出会い・結婚を支援する 

基本施策５－３ 姉妹都市交流・国際交流を推進する 

基本施策５－４ 中心市街地を活性化させる 
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基本施策 具体的な施策

③姉妹都市交流を促進する

基本政策５　地域の力と交流を生み出すために

③那須塩原駅周辺地区を整備する

②黒磯駅周辺地区を整備する

①協働のまちづくりを推進する

３姉妹都市交流・国際交流を推進する

①出会いの創出・新婚生活を支援する

４中心市街地を活性化させる ①まちなかの賑わいを創出する

１市民協働による地域づくりを推進する

③自治活動を促進する

②協働のまちづくり推進体制を充実させる

④自治会への加入を促進する

２出会い・結婚を支援する

①国際交流を推進する

②多文化共生の地域づくりを推進する
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基本施策５-１ 市民協働による地域づくりを推進する 

 

少子高齢化の進行や人口減少に伴い、住民が地域の課題に主体的に取り組む機能が低下して

います。また、人々の価値観やライフスタイルの多様化による人と人との関わり方の変化によ

り、地域コミュニティの弱体化が懸念されています。 

一方で、市民のニーズや地域の課題は複雑多様化し、公平で画一的なサービスを提供する行

政だけでは、きめ細やかに対応することが困難となっています。市民や団体、行政等それぞれ

が持っている得意分野を活かし、相互協力のもとに課題を解決する仕組みや環境の整備が求め

られています。 

特に自治会においては、未加入者の増加による加入率の低迷及び慢性的な役員のなり手不足

などの課題により、その活動の維持が難しくなっている自治会があることから、行政と自治会

がそれぞれ果たすべき役割を改めて認識し、更なる連携強化を図ることによる自治会活動の活

性化や自治会加入率の向上への取組が求められています。 

199

196

199200

190

195

200

205

210

H23 H24 H25 H26

自治振興費補助金活用自治会数 

現状 

課題 具体的な施策 

市民が主体的に参画できる地域づくりの推
進 

市民と行政による協働の推進 

市民活動の支援 

地域振興を図るための自治会活動の減少 

①協働のまちづくりを推進する 

②協働のまちづくり推進体制を充実させる 

③自治活動を促進する 

69.6 68.8

66.9 66.4

55

60

65

70

75

80

H23 H24 H25 H26

自治会加入率 
（％） （数） 

自治会加入率の減少 ④自治会への加入を促進する 

◆市民協働推進課調べ ◆市民協働推進課調べ 
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具体的な施策 取組内容 

目標値 

担当課 
指標 

Ｈ２６ 

(基準年度) 

Ｈ３３ 

(目標年度) 

① 

協働の 

まちづくりを 

推進する 

・協働のまちづくり行動計画の実施 

・市民提案型協働のまちづくり支援事業 

の実施 

「協働」によ

る事業実施数 
77 事業 100事業 

市民協働 

推進課 

② 

協働の 

まちづくり 

推進体制を 

充実させる 

・市民活動支援センター設置運営 

・協働のまちづくり推進協議会の運営 

支援 

・コミュニティの設立支援 

市民活動支援

センターの設

置 

未設置 設置 
市民協働 

推進課 

③ 
自治活動を 

促進する 

・自治会が行う地域事業に対する補助金 

の交付 

補助金交付自

治会の割合 
92.6％ 95.0％ 

市民協働 

推進課 

④ 
自治会への 

加入を促進する 

・行政と自治会長連絡協議会との連携 

強化 

・市民への啓発活動実施 

自治会加入率 66.4％ 70.0％ 
市民協働 

推進課 

 

■それぞれの役割分担のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策５ 地域の力と交流を生み出すために 

 

目指すまちの姿 

関連する計画 
協働のまちづくり指針（平成 23 年度～） 

協働のまちづくり行動計画（平成 29～33年度) 

地域課題 

市民の役割 

一人ひとりが、地域の一員として

情報収集に努め、地域活動や市民活

動などに積極的に参加します。 

 

自治会・コミュニティの役割 

市民同士が交流する場を提供し、

地域が抱える課題の発掘とその解決

に取り組みます。 

 

企業の役割 

企業の特色を活かした形でまちづ

くりに参加し、まちづくりに参加し

やすい社内環境を整備します。 

NPOなど市民活動団体の役割 

専門的知識や情報を提供するとと

もに、市民に活動の場を提供します。 

行政の役割 

速やかな情報提供を行い、協働を推進するため

の環境を整備するとともに、市政に参画できる機

会を提供します。また、協働を担う人材や団体の

発掘・育成に努めます。 

※NPO：ノン・プロフィット・オーガニゼーションの略で、「民間非営利組織」のこと。社会的な使命を達成することを目的にした組織であるといえ

る。 

市民・地域・自治会・ＮＰＯ※・企業・ボランティア団体・

行政等が相互に連携・協力して地域課題の解決に取り組む

など、地域活動が活発化しています。 
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基本施策５-２ 出会い・結婚を支援する 

 

日本全体で少子高齢化が問題となっている中、本市でも人口減少の克服を大きな課題と位置

づけ、定住促進対策に取り組んでいます。 

喫緊の課題である人口減少社会に対応するため、その原因の一つとされる未婚化・晩婚化へ

の対策として、結婚支援施策の効果的・効率的な実施が求められています。 

634

657

706

657

600

650

700

750

800

H23 H24 H25 H26

婚姻届出数 

現状 

課題 具体的な施策 

出会いの機会の創出 

若者の経済的不安の解消 

①出会いの創出・新婚生活を支援する 

（件） 

19.4
25.6

37.9

61.6

85.6

87.8

64.2

43.7

28.5

21.6

86.1

62.4

42.0

33.6
26.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳

H12 H17 H22

5.0
9.0

17.0

43.2

78.0

12.4
25.2

49.1

7.8

79.9

11.8

18.0
27.8

48.0

78.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳

H12 H17 H22

未婚率（男性） 未婚率（女性） 
（％） （％） 

◆栃木県：保健統計年報 

◆国勢調査 ◆国勢調査 
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具体的な施策 取組内容 

目標値 

担当課 
指標 

Ｈ２６ 

(基準年度) 

Ｈ３３ 

(目標年度) 

① 

出会いの創出・ 

新婚生活を 

支援する 

・結婚サポートセンター設置運営 

・結婚相談（マッチング） 

・婚活セミナー 

・婚活イベント 

・支援事業の官民連携 

・結婚新生活の支援の検討 

・とちぎ結婚支援センター県北地区サテ 

ライトの誘致 

マッチングに

よる成婚数 
― ８組 

市民協働 

推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口流出や少子化、晩婚化による人口減少に歯止めが 

かかり、地域の活力が向上しています。 
目指すまちの姿 

関連する計画 （仮称）結婚サポート総合戦略（平成 29年３月) 

基本政策５ 地域の力と交流を生み出すために 
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基本施策５-３ 姉妹都市交流・国際交流を推進する 

 

東日本大震災により一時的に在住外国人の人口は減少したものの、在住外国人の人口は再び

増加傾向にあります。また、交通・情報通信技術の発達や産業・教育分野等での交流の活発化

に伴い、本市でも急速に国際化が進展しています。そのような中、平成２８年６月にオースト

リア共和国リンツ市との姉妹都市提携が行われ、異文化に対する市民の理解や交流への支援が

求められています。 

また、国内においては、姉妹都市であるひたちなか市、新座市、滑川市との交流が行われて

いますが、今後市民レベルでのさらなる相互交流と友好親善が求められています。 

1,792

1,744
1,765

2,071

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

H23 H24 H25 H26

市内在住外国人人口 

現状 

課題 具体的な施策 

国際化に伴う国際理解の促進 

在住外国人との共生 

①国際交流を推進する 

②多文化共生の地域づくりを推進する 

（人） 

姉妹都市との交流機会の拡大 ③姉妹都市交流を促進する 

◆統計なすしおばら 
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具体的な施策 取組内容 

目標値 

担当課 
指標 

Ｈ２６ 

(基準年度) 

Ｈ３３ 

(目標年度) 

① 
国際交流を 

推進する 

・国際交流員の配置・活用 

・国際交流協会への支援 

在住外国人と

の交流事業の

参加者数 

90 人 150人 秘書課 

② 

多文化共生の 

地域づくりを 

推進する 

・外国人生活相談の実施 

・多言語による生活情報等の提供 

・日本語の学習機会の提供 

日本語教室の

受講者数 

（延べ） 

499 人 600人 秘書課 

③ 
姉妹都市交流を 

促進する 

・姉妹都市との交流事業の促進 

・国際姉妹都市との交流支援 

相互交流実施

数 
13 件 20 件 秘書課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策５ 地域の力と交流を生み出すために 

 
外国人も暮らしやすいまちとなり、地域での様々な交流

が行われています。 

市民による姉妹都市との様々な交流が行われています。 

目指すまちの姿 
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基本施策５-４ 中心市街地を活性化させる 

 

クルマ社会の進展により郊外居住が容易となったことや、郊外型の大規模店舗進出等による

消費者の購買行動の変化などから中心市街地はかつての賑わいを失っています。 

また、商店街においては事業主の高齢化や後継者不足、空き店舗の増加等、衰退が進んでい

ます。 

この衰退に歯止めをかけようと、黒磯駅周辺地区においては、空き店舗を活用した集いの場

「カワッタ家」が市民主体で設置され、そこを活動拠点とする市民団体によりさまざまなイベ

ントが開催されています。また、建築予定の「（仮称）まちなか交流センター」や「(仮称)駅

前図書館」の活用と環境整備を行うことで、駅周辺地区の魅力向上を図っています。 

西那須野駅周辺地区においては、ハード面の整備は概ね終了し、ソフト面において、商工団

体を中心に市民主体の「まちづくり活動事業」「イベント活動事業」が展開されていますが、

恒常的な賑わいに課題を残しています。 

那須塩原駅周辺地区においては、良好な生活環境の確保や県北の拠点都市にふさわしいまち

づくりを行うことを目的とした区画整理事業が完了していますが、広域的な商業・業務・行政

機能の拠点としての土地の高度利用が進んでいません。 

10

13

21

0

10

20

30

H16 H21 H26

商店街数 

現状 

課題 具体的な施策 

中心市街地の魅力向上 

商工団体・市民活動団体との連携 
①まちなかの賑わいを創出する 

②黒磯駅周辺地区を整備する 

（箇所） 

黒磯駅周辺地区の低未利用地の有効活用と
活性化 

③那須塩原駅周辺地区を整備する 那須塩原駅周辺の土地の高度利用の促進 

2,2942,4192,3972,364

5,0695,0974,943
4,586

3,561
3,6873,6213,527

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H23 H24 H25 H26

黒磯駅 那須塩原駅 西那須野駅

ＪＲ駅の１日平均乗車人員 
（人） 

◆那須塩原市商工会・西那須野商工会 

◆ＪＲ東日本ホームページ 
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具体的な施策 取組内容 

目標値 

担当課 
指標 

Ｈ２６ 

(基準年度) 

Ｈ３３ 

(目標年度) 

① 

まちなかの 

賑わいを 

創出する 

・駅周辺地区の活性化 

・商店街の活性化 

・空き店舗の活用 

・商工団体・市民活動団体の組織強化 

中心市街地の

空き店舗数 

H28実態調査

の数 
減少 商工観光課 

② 
黒磯駅周辺地区 

を整備する 

・黒磯駅前広場の整備 

・（仮称）まちなか交流センターの整備 

・（仮称）駅前図書館の整備 

滞在時間 1時

間以上の割合 
17.6％ 36％ 都市整備課 

③ 

那須塩原駅 

周辺地区を 

整備する 

・那須塩原駅前広場の整備を中心とした 

那須塩原駅周辺地区都市再生整備計画 

事業の実施 

・那須塩原駅東口へのエレベーター設置 

那須塩原駅周

辺地区イベン

ト数 

6回 10 回 都市整備課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策５ 地域の力と交流を生み出すために 

 
駅周辺地区が活気のあるまちなみとなることで、中心市

街地に多くの人が訪れ、商店街は買い物客で賑わい、地域

住民の交流の場となっています。 

目指すまちの姿 

関連する計画 黒磯駅周辺地区都市再生整備計画（平成 26～30年度） 
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